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２０２４年度事業計画 

 

２ ０ ２ ４ 年 ３ 月 １ 日 

一般社団法人 日本医療法人協会 

 

 我が国では超高齢社会の一層の進展とともに、社会保障制度に対する国民の

要望が増大しています。2024 年度は、診療報酬、介護報酬、障害者福祉サービ

ス等報酬のトリプル改定の影響、医師の働き方改革関連制度の施行、第８次医

療計画など各種医療関連政策が始動します。また、地域医療構想も当初の 2025

年の節目まで残り１年を切り、高齢者人口がピークとなる 2040 年を本格的に見

据えていくことになります。日本の医療を取り巻く環境の劇的に変化するなか、

様々なトピックスへの適切な対応が病院経営上の喫緊の課題となります。 

 医療法人は、1950 年の制度創設以来、幾度の医療法改正を経て、現在に至っ

ています。現在、医療法人は国内の全病院数の７割近く、全病床数の５割以上

を占め、医療法人は医療提供機関の主体です。平成 18 年医療法改正により、従

来の持分あり医療法人は経過措置医療法人とされ、その持分は「当分の間」の

み保証されるとともに、持分なし医療法人への移行が求められてきましたが、

いまだ移行が進んでいないのが現状です。持分あり医療法人から持分なし医療

法人への移行が進まない現状に鑑み、医業の継続のため、医療法人制度の現状

と問題点について整理し、新たな時代における医療法人のあり方、形態などに

ついて検討してまいります。 

 医療法人を取り巻く税制においては、①医療に係る消費税の非課税により、

医療機関は永く建物、医療機器や器具備品等に対する仕入消費税の負担に苦し

んでおります（控除対象外消費税問題）。医療に係る消費税の非課税制度を見直

し、原則課税に改める必要があります。医療機関の消費税問題の完全解決に向

けて関係各方面に働きかけてまいります。②事業税の特例（社会保険診療に対

する非課税と自由診療等に対する軽減税率）の存続、③医療法人に対する事業

承継税制など、様々な税制上の課題に対して、具体的な改善措置が講じられる

よう関係当局へ働きかけてまいります。 

 国民の立場に立った医療政策等の検討・提言としては、2024 年４月から始ま

る医師の働き方改革では、地域医療機能を維持しながら医師の労働時間を適正
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化するため、職種毎の専門性を生かした業務分担を推進することで、医師の負

担軽減策等を実行してまいります。 

 医療従事者の確保等では、人口減少や加速する少子化によって医療・介護の

担い手の人材確保が一層難しくなることから、診療報酬、介護報酬による処遇

改善策、労働環境・働き方改革への対応などを関係審議会等へその改善に向け

た提言をしてまいります。 

 医療安全、医療事故調査制度への取組みとして、医療事故調査制度の運用を

はじめ、死因究明制度等の関連事項に注視し、今後も医療安全、医療事故調問

題に率先して取り組んでまいります。 

 世界規模の物価上昇や為替変動に伴う食材料費や光熱費の高騰、物流コスト

等の上昇による更なる価格への転嫁が予想されることから、政府に対して、診

療報酬の大幅な増点や継続的な支援金の給付等の財政的支援を求めていきます。 

 また、医療法人の経営の近代化、安定化のため、必要に応じて各種の支援事

業を実施していきます。 

 

 日本医療法人協会は本年度、次の事業を通じてこれらの課題に対応してまい

ります。 
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１ 医療法人のあり方についての検討 

２ 医療法人・事業報告書等の全国的な電子開示システムへの対応 

３ 新興感染症等への対応 

４ 国民の立場に立った医療政策等の検討・提言 

（１）医療の実情を踏まえた医師の働き方改革の提言 

（２）医療従事者の確保等への対応 

（３）医療法等について 

①地域医療構想調整会議への参加と提言 

②新専門医制度への提言 

③地域医療連携推進法人制度への的確な対応 

④外部監査の導入等に対する異議表明とガバナンス強化に関する会員への

周知 

⑤新設された介護医療院への対応 

⑥医療機関における遺伝子関連検査の体制整備 

（４）医療法人を取り巻く税制について 

①医療に係る消費税の非課税制度見直し 

②事業税の特例（社会保険診療に対する非課税と自由診療等に対する軽減

税率）の存続 

③医療法人に対する事業承継税制の改善 

④持分なし医療法人への移行促進税制の周知 

⑤社会医療法人を取り巻く税制上の環境整備 

⑥特定医療法人制度の再検討 

（５）医療法人会計基準の普及 

（６）医療安全、医療事故調査制度への取組み 

５ 医療法人の経営近代化及び安定化 

（１）医業経営管理を語る会の開催 

（２）経営講座の開講 

（３）医療法人の資金調達の支援 

（４）災害支援体制の充実 

（５）その他 

６ 会員の増強と組織強化 
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①会員、賛助会員を増強 

②その他諸問題への迅速な対応を図るため適宜プロジェクトチームを設置 

７ 情報化への対応 

（１）オンライン資格確認等への対応 

（２）電子処方箋導入への対応 

（３）会員間の情報化促進 

①インターネットを活用した情報伝達の迅速化、会員相互の情報交換促進 

②機関誌『日本医療法人協会ニュース』の毎月発行 

③各支部及び会員からの情報提供の促進 

８ 全国医療法人経営セミナーの開催 

第３９回全国医療法人経営セミナーを神奈川県で開催。 

９ 医療関係団体との協力・連携 

四病院団体協議会、日本病院団体協議会、日本社会医療法人協議会等の病

院団体や、日本医師会、各種医療関係団体と綿密な連携 

１０ 日本医療事業協同組合及び医法会に対する支援 

１１ 事務局の移転先の検討 

 

 


